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は じ め に
本稿は, 裁判員制度の存在を前提として, 刑事陪審制導入の可能性を検
討するものである
(１)
｡
第１ 日弁連提言について
司法制度改革審議会が裁判員制度導入を提言する
(２)
までの間は, 国民の司
法参加制度を日本に導入する場合陪審がいいのか参審がいいのかが議論さ
れるとともに, 具体的制度設計も複数提案されていた｡ 日弁連は, 陪審制
度導入を提言していた｡ しかし, 裁判員制度導入後は, 具体的な陪審像は
提示されてこなかった
(３)
｡ そこで, まずは, 日弁連がどのような提言等を行っ
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法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 503(503)
(１) 裁判員裁判を存続させた形で陪審裁判を導入すると, 言わば, 参審と
陪審の併存となる｡ 陪審と参審が併用されていた1998年当時のデンマーク
の状況については, 日本弁護士連合会司法改革推進センター・東京三弁護
士会陪審制度委員会編 ｢デンマークの陪審制・参審制―なぜ併存している
のか｣ 現代人文社 (1998年) 参照｡ また, 最高裁判所事務総局 ｢陪審・参
審制度デンマーク編｣ (平成15年１月) や桐山剛 ｢市民の司法参加は陪審
制と参審制の併用で─刑事事件について考える｣ 自由と正義1998年２月号
14頁も参照｡
(２) 2001年６月12日付である (http://www.kantei.go.jp/jp/sihouseido/report-
dex.html)｡
(３) 討議要綱以外の案としては, 西村健 ｢刑事陪審裁判―200Ｘ年, 日本
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てきたか振り返りたい｡
１ ｢陪審制度の実現に向けての提言｣ について
日弁連は, 2000 (平成12) 年３月17日, ｢陪審制度の実現に向けての
提言｣ を公表した
(４)
｡ その提言内容の骨子は以下の通りである｡
① 適用事件は, 刑事の重大事件 (法定刑が死刑, 無期, 短期１年以上
の法定合議事件) で, 被告人が起訴事実を否認し, 陪審裁判を選択し
た事件とする｡
② 陪審員は, 地方公共団体の選挙権を有する者
(５)
の中から無作為に36
名以上の候補者を召喚し, その中から偏見のない12名の陪審員を選
定する｡
２ ｢刑事陪審法改正討議要綱｣ について
日弁連・司法問題対策委員会国民の司法参加に関する部会は, 1992
年, ｢刑事陪審法改正討議要綱｣ をまとめた (以下 ｢討議要綱｣ という)｡
これは, その後, 1996年に改訂された｡ 全文は末尾のとおりであるが,
その概要は以下のとおりである
(６)
｡
 陪審の構成
考
え
ら
れ
る
刑
事
陪
審
制
504(504) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
で｣ 自由と正義1997年４月号92頁の注２参照｡
(４) https://www.nichibenren.or.jp/activity/document/opinion/year/2000/
2000_10.html
(５) 裁判員は, 衆議院議員の選挙権を有する者の中から選ばれる (｢裁判
員の参加する刑事裁判に関する法律｣ 13条)｡ 日弁連提言が ｢地方公共団
体｣ の選挙権を有資格としているのは, 陪審が, 当該地域の代表であると
いうことからすると, 地域に居住する一定の外国人も含まれるべきである,
そして, 一定の外国人が地方公共団体の選挙権をえられた場合には陪審員
になれるとすべきという趣旨である｡
(６) 筆者もこの要綱作成に関与したので, 要綱に明確な規定がない事項に
ついては, 筆者の理解も含んだ説明となっている｡ なお, 別添の全文は要
綱部分のみであるが, 当該条項に関する説明文書も存在する｡
陪審員12人及び若干の補充陪審員である｡
裁判官は, 法定陪審の場合は３人, 請求陪審の場合は１人である｡
 陪審の役割
陪審は有罪無罪のみ判断し
(７)
, 量刑は裁判官が行う｡
 選択制
事件を法定陪審事件と請求陪審事件に分けるが, 基本的には, 陪審
裁判か職業裁判官だけによる裁判かは, 被告人が放棄あるいは選択で
きる｡
 陪審員選任手続
公平な陪審構成となるよう陪審員選任手続を規定している｡ 欠格事
由, 除斥事由, 辞退事由, 当事者による陪審候補者の無条件排除や理
由付排除, 質問手続等, 基本的には, アメリカの陪審選任手続をモデ
ルとしている｡
 陪審準備手続き
陪審公判手続を円滑に行うための準備手続きを規定している｡ 現行
刑訴法の公判前整理手続のような詳細な規定は未検討であったが, 全
面証拠開示等を想定している｡
 証拠能力等訴訟手続きに関する判断
証拠能力の有無は裁判官のみで判断するなど訴訟手続に関する法的
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(７) 裁判員の行なうものとして法令の適用があり (裁判員法６条１項２号),
法令の適用とは, ｢認定した具体的事実ａが構成要件的事実Ａに該当する
と判断する｣ ことであって, ｢法令の適用は示された解釈に従って行われ
なければならない｣ とされている (池田修・合田悦三・安東章 ｢解説裁判
員法 [第３版] 立法の経緯と課題｣ 弘文堂 (2016) 50頁)｡ それ故, 陪審
員についても, 裁判官が説示で示すであろう構成要件等に関する法解釈に
従って, 法令の適用をも行って有罪無罪の判断をするということになるよ
うに思われる｡
判断は裁判官の権限とすることを前提としている｡
 手続二分制度
陪審の有罪評決後に量刑手続を行うこととする手続二分制度を前提
としている
(８)
｡
 説示
裁判長は陪審に対し, 冒頭説示や最終説示等の説示を行うこととし
ている｡ 説示内容は, 当事者の意見を聞くことを前提としている｡
 評決
評決は全員一致としているものの, 特別多数決制を完全に排除する
ものではない｡ また, 検察官の立証不十分の場合には, 裁判官による
無罪の指示評決が可能となっている｡ なお, 全員一致なので, 有罪あ
るいは無罪のいずれについて全員一致に達しない場合は再審理となり
うることを想定している｡
 検察官上訴禁止
無罪判決に対する検察官上訴はできない
(９)
｡
３ 刑事陪審・参審法討議要綱
その後, 日弁連・司法改革推進センター第２ (陪・参審) 部会は,
1998年４月, 陪審制と参審制の併用を前提とする ｢刑事陪審・参審法
討議要綱｣ (以下 ｢併用討議要綱｣ という｡) をまとめた｡ この併用討議
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(８) 手続二分制度は, 最近の日弁連意見書でも提言されている｡ 日本弁護
士連合会2012年 (平成24年) ９月13日付 ｢新たな刑事司法制度の構築に関
する意見書 (２)｣ 参照 (https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/
report/data/2012/opinion_120913_2.pdf)｡
(９) 日弁連は, 裁判官裁判の場合も含めて, 事実誤認を理由とする検察官
控訴禁止を提言している｡ 日本弁護士連合会2016年 (平成28年)３月17日付
｢事実誤認を理由とする検察官控訴の禁止に関する意見書｣ 参照 (https://
www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2016/opinion_160317.pdf)｡
要綱では, 合議事件を陪審制, 単独事件を参審制とするが, 被告人が,
これらの裁判を受ける権利を放棄し, 職業裁判官による裁判を受けるこ
とも可能としている｡ 陪審裁判に関する規定は, いわゆる二重の保障や
有罪評決に関する理由を付すること
(10)
を除いて, おおむね討議要綱と同一
である｡
併用討議要綱における判決理由に関する条項は以下の通りである｡
① 裁判所は, 陪審の有罪評決を破棄することができ, 支持する場合の
み通常の手続きに従って量刑に関する証拠調べを行い, 有罪判決を言
い渡す｡
② 裁判所が陪審の有罪評決を破棄したときは, 当事者の意見を聞いた
上で陪審に再度の評議を命ずるか, または, 新たな陪審・新たな裁判
所による審理を行う｡
③ 裁判所は, 陪審の有罪評決を支持するときも破棄するときもその理
由を作成し, 有罪判決には, 刑事訴訟法第335条第１項に定めるもの
のほか, 陪審の評決による旨を示さなければならない｡
このように, 日弁連は, 陪審参審併用案も検討していた｡ ただ, 被告
人の選択とは関係なく重い事件全てに参審類似の裁判員制度が導入され
ている現状においては, 全ての事件において, 被告人の選択に基づく陪
審制を導入する方が適切と考えられる｡ そこで, 以下の検討においては,
そのことを前提としている前項記載の討議要綱を中心に検討したい｡
第２ 討議要綱と他の制度との対比
討議要綱と他の制度と対比しておく｡
１ 陪審法における陪審との違い
論
説
法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 507(507)
(10) 二重の保障とは, 陪審が有罪評決に至るだけでなく, 裁判官も有罪判
断となることが必要であるという趣旨である｡
陪審法 (大正12年４月18日法律第50号｡ 以下, この法による陪審を
｢旧陪審｣ という
(11)
｡) は旧憲法下の法律であるので, 例えば, 陪審員とな
る者が男性に限定されているなど, 現行憲法下では, そのまま適用でき
ない｡ また, 陪審法は大正刑訴法時代の法律なので, 現行刑訴法に基づ
く刑事手続とは異なった手続を前提としている｡ それはともかく, 旧陪
審が討議要綱と異なる主な点は以下の通りである｡
 裁判官は, 陪審の判断に拘束されない｡
旧陪審では, 陪審の答申が不当であると裁判官が判断した場合には,
裁判官は, 再評議を求めることができた (陪審法95条)｡ 討議要綱で
は, 陪審の判断に裁判官が拘束されることが原則である｡ 但し, 裁判
官が無罪と判断する場合は, 陪審に無罪評決を指示することができる
ことになっている｡
 多数決制となっている｡
旧陪審では, 有罪は, 12人の陪審員 (陪審法29条) のうちの過半
数で足りるとされ, 過半数に達しない場合は無罪とされる (陪審法91
条)｡ 討議要綱は全員一致である｡
 上訴不能である｡
旧陪審では, 陪審の答申を受けた判決について, 事実誤認を理由と
した上訴は不可である (陪審法101条から103条)｡ 討議要綱では, 被
告人は上訴可能である｡
 費用負担の場合がある｡
旧陪審では, 陪審の日当等陪審費用は訴訟費用扱いされた (陪審法
106条) ため, 被告人が, それらを負担させられる可能性があった｡
討議要綱では, 陪審費用は訴訟費用扱いされていないため (裁判員法
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(11) ｢陪審法ノ停止ニ関スル法律｣ (昭和18年法律第88号) で停止状態にあ
る｡
でも同様), 被告人が負担することはない｡
２ アメリカ型陪審との異同
討議要綱は, 基本的にはアメリカ型陪審制と同一である｡
例えば, アメリカの基本形と同じく12人の陪審員としていること,
被告人が選択できること, 陪審員選任手続を規定していること, 説示が
行われること等である｡
ただ, アメリカでは, いくつかの州で量刑判断全般について陪審が判
断し, 死刑かどうかの選択については, 多くの州で陪審が何らかの形で
関与している
(12)
｡ しかし, 討議要綱では, 死刑も含め, 陪審が量刑判断し
たり, 何らかの関与をすることを前提としていない
(13)
｡
また, アメリカでは裁判官１名であるが, 討議要綱では, 裁判官３名
の場合もある｡
３ 独立評決制度との関連
司法制度改革審議会の高木剛委員は, 独立評決
(14)
制度を提唱した (以下,
｢高木試案｣ という｡)｡ これは, 裁判員制度を前提として, 一定の場合
には, 事実認定に関し, 裁判官の評決権を否定し, 裁判員のみによる判
断を可能とする制度である｡ 裁判員のみに評決権があるという点で陪審
に類似している｡
 被告人選択事件のみではない可能性
高木試案では, 被告人が裁判員のみによる判断を求める場合だけで
なく, 検察官が裁判員のみによる判断を求める場合 (たとえば, 死刑
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(12) 岩田太 ｢陪審と死刑―アメリカ陪審制度の現代的役割―｣ (信山社・
2009年) 73, 73頁の注178及び179では, 非死刑事件一般に陪審量刑を認め
るのは７州とされている｡ なお, 同書は, 死刑判断に陪審が関与する制度
について詳細に論じている｡
(13) 死刑制度存置を前提にすれば, この点は再考の余地がありうる｡
(14) http://www.kantei.go.jp/jp/sihouseido/dai51/pdfs/51bessi3.pdf
事件など) でも独立評決となりうる｡ また, 被告人の選択とは関係な
く, 公務員である裁判官が関与することが相当でないと思われる事件
(たとえば, 政治犯罪, 公務員の職務に関する犯罪, 表現の自由に関
する犯罪など) の場合についても独立評決とすることを前提としてい
る｡
 裁判官の評議への参加の可能性あり
高木試案では, 裁判官の評決権は否定されるが, 評議への参加の有
無や参加した場合の役割等は明示されていない｡
 独立評決の評決要件等
高木試案では, 裁判員の人数は, 裁判官の数の ｢数倍｣ 程度とされ
ている｡ そして, 一例として, 当時のフランス陪審制の裁判官３人,
陪審員９人を例示等しているので, 裁判員９人以上を念頭においてい
ると考えられる｡ なお, 独立評決の場合の評決要件は明示されていな
い｡
第３ 討議要綱の現在型修正の検討
討議要綱は, 司法制度改革審議会発足前に検討されたものである｡ 2004
年に成立した ｢裁判員の参加する刑事裁判に関する法律｣ (以下 ｢裁判員
法｣ という｡) や2004年の刑訴法改正以前のものでもある｡ また, 現時点
(2019年１月１日時点) で, 裁判員制度は定着し, これを改廃する必要性
は乏しい｡ そこで, 裁判員法を前提にした陪審制導入を検討する場合, 討
議要綱の修正を検討する必要がある｡ 主な検討事項は以下の通りである｡
１ 請求陪審
討議要綱は, 法定陪審事件と請求陪審事件に分けているが, 裁判員制
度を前提にすれば, 請求陪審事件のみとするのが現実的である
(15)
｡
陪審裁判を請求しうる事件は, 裁判員裁判対象事件のみならず全事件
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とすべきである
(16)(17)
｡ ただ, 討議要綱と同様, 自白事件 (裁判員法２条３項
に規定されている ｢公訴事実に争いがないと認められ｣ る事件) は対象
外とすべきであろう｡
２ 請求時期
討議要綱は, 第１回公判期日を開いた後陪審公判が開始されることを
前提としているので, 陪審裁判の請求は, 第１回公判期日での冒頭手続
終了時点まで可能となっている｡
ただ, 現行法では公判前整理手続が規定され, 公判前整理手続におい
て争点を整理し, 証人尋問期日の指定等審理計画を立てるから, 公判前
整理手続に付された事件について第１回公判期日開始時点まで陪審裁判
の請求が可能とすると, 審理計画再構築の必要が生じる等の不都合が生
じる懸念がある｡
そこで, 基本的には第１回公判期日における刑事訴訟法第291条に定
める手続終了時点までを請求可能時期とする
(18)
が, 公判前整理手続に付さ
れた事件
(19)
については, 公判前整理手続終了時点までとせざるを得ないよ
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(15) 裁判員裁判は, 重大事件について必須に実施されるものであり, また,
法定陪審事件も重大事件を念頭においている｡ そこで, 仮に法定陪審事件
を設けると, 裁判員対象事件との重複が生じる｡
(16) 仮に全事件とするのが難しければ, 当面, 裁判員裁判対象事件のみと
することも一案である｡
(17) 日弁連は, 裁判員非対象事件について, 被告人の選択による裁判員裁
判導入を主張している｡ 2012年 (平成24年)３月15日日本弁護士連合会 ｢裁
判員の参加する公判手続等に関する意見書｣ 参照(https://www.nichibenren.
or.jp/library/ja/opinion/report/data/2012/opinion_120315_4.pdf)｡
(18) 陪審裁判を実施するためには準備手続が必要であるから, 起訴後陪審
裁判が請求された場合には, 現行刑訴法でいう期日間整理手続に付するこ
とになろう｡
(19) 必要的に公判前整理手続に付される裁判員裁判対象事件のみならず,
職権あるいは請求により公判前整理手続に付された事件も含まれる｡
うに思われる
(20)
｡
３ 準備手続
2004年の刑訴法改正により, 公判前整理手続が規定された｡ 討議要
綱検討時代の刑訴法には公判前整理手続の規定がなかった｡ そこで, 現
時点で討議要綱を前提として刑事陪審制を導入する場合には, 現行刑訴
法の公判前整理手続の適用を前提にすることも一案である｡
問題は, 討議要綱は全面証拠開示を前提としているが, 現行の公判前
整理手続における証拠開示制度は全面証拠開示制度ではないという点で
ある｡ ただ, 現行の公判前整理手続においても一定の証拠開示がなされ
る｡ また, 2016年の刑訴法改正により, リスト開示請求権も創設され
た｡ そこで, 現行の公判前整理手続を前提にすると全面証拠開示ではな
いものの, 先行的に陪審制が採用されてもいいと考える｡
４ 陪審員選定手続
討議要綱では, 当事者の質問 ｢権｣ を認めている
(21)
｡ また, 公開法廷で
行うことになっている｡ 他方, 裁判員選任手続でも質問を求めることが
できるが, 質問の採否は裁判長の判断に委ねられている｡ 実務的には,
当事者の求めた質問が採用される例はほとんどなく, 裁判長から, 定型
的質問
(22)
のみなされる例がほとんどである｡ また, 裁判員選任手続は非公
開で, 被告人が出頭する例は寡聞である｡
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(20) 特に裁判員裁判対象事件の場合, いったん裁判員が選任され, 第１回
公判期日が開かれたにもかかわらず, 当該裁判員の処遇をどうするか (陪
審員を追加するのか, 任務解除とするのか) という問題や, 審理計画のや
り直し (証人予定者との再度の日程調整等) が必要になってくる｡
(21) アメリカの陪審選任手続でも, 当事者の質問を認める州とそうでない
州がある｡
(22) 最高裁の刑事規則制定諮問委員会で示された質問例である (http://
www.courts.go.jp/saikosai/vcms_lf/80101020.pdf)｡
しかし, 裁判員選任手続が実務的に定着してきている｡ そのことを前
提にすると, 日本の裁判員選任手続を基本的には変更することなく, そ
れに準じた陪審員選定手続とすることも一案と考える｡
５ 証拠法則等
討議要綱では, 刑訴法321条等の廃止が提案されている｡
たしかに, 本来的にはこれらの廃止が必要である｡ しかし, 現在の裁
判員裁判でも, 相当程度, 直接主義・口頭主義が重視されている｡ 例え
ば, 被告人供述を先行し, 被告人の供述調書を採用しないなどである｡
321条１項２号書面の採否が問題とされる事例も, 従前と比して少ない
のではないかと推測される｡
それ故, 現在の裁判員裁判の実務慣行を前提とすれば, 証拠法則の改
正がなされなくとも, 陪審制導入を先行してもいいと考える｡
６ 証拠能力を判断するための手続
討議要綱では, 証拠能力の判断するための手続を設けている｡ そこで
は, 証拠能力の判断は裁判官のみが行うことを前提に, 陪審公判手続進
行中, 陪審を退廷させ, 証拠能力判断のための審理終了後, 裁判官のみ
によって直ちに証拠能力に関する判断を行うことを想定している｡
裁判員裁判でも証拠能力の判断権限者は裁判官のみであり, また, 公
判前整理手続でもその取調べを行い得る｡ しかし, 証拠能力が認められ
た場合には, その信用性判断のための証拠調べ手続が別途必要となるこ
と
(23)
や, 裁判員の意見をも考慮して判断するのが望ましい等の理由から,
公判で審理されることが多いように思われる｡
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(23) ｢刑事訴訟法等の一部を改正する法律 (平成16年法律第62号) 及び刑
事訴訟規則等の一部を改正する規則の解説｣ (法曹会・2010年) の中の,
落合義和・辻裕教 ｢刑事訴訟法等の一部を改正する法律 (平成16年法律第
62号) の解説｣ 91, 92頁参照｡
証拠能力を判断するための手続をどのように行うのかとの点について
は, 討議要綱を議論していたころも難問であり, 様々な意見がありうる
ところである｡ 筆者は, 現時点では, 現行法を改正することなく, 以下
のようにしてはどうかと考えている｡
① 現行の公判前整理手続の中で証拠能力の判断を行うことが望ましい
場合には, 公判前整理手続段階で証拠能力の判断を行う｡ しかし, 裁
判員裁判の場合と同様, 陪審が審理する公判開始後も, 陪審同席のも
と, 公開法廷で行うことができるものとする｡
② 公判で行う場合, 陪審員は, 証拠能力判断のための証拠調べにも立
ち会うだけで, その採否は裁判官のみが評議して判断する
(24)
｡
③ 陪審員が証拠能力のための証拠調べに立ち会うとすると, 証拠能力
なしと判断されたとしても, 陪審員は, 証拠能力なしとされた証拠に
も接しているため, その後の事実認定に与える影響が懸念される｡ こ
の懸念は, 裁判官による適切な説示によりその影響を極力排除するこ
とで対処可能と考えられる｡
７ 評決要件
討議要綱は全員一致である｡ この点, 大阪弁護士会案では, 有罪評決
の場合は12人中11人以上の多数決制も併記されている
(25)
｡ このいずれか
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(24) 現在の裁判員裁判でも, 自白の任意性や検面調書の特信性の有無, 責
任能力の有無等について中間評議が行われる例があるので, それにならう｡
裁判官のみの評議の間審理が中断するという問題があるが, 例えば, その
評議を一日の最後に行うなどの工夫で, 中断期間を事実上なくすことも可
能であろう｡ あるいは, 証拠調べを最後まで終了させ, 論告弁論の前に証
拠能力に関する判断を示すことでもいいかもしれない｡
(25) 日本弁護士連合会司法シンポジウム運営委員会 ｢第13回司法シンポジ
ウム：裁判の現状と改革の展望―国民の司法への参加を考える─｣ 基調報
告 (その２) 239, 240頁参照｡ 全員一致制は, 無罪でも全員一致が必要で
あり, 全員一致でなければ再審理となりうるところ, １人の有罪意見で無
が適切である｡
８ 判決理由
陪審が評決し, その評決に基づき判決を行う趣旨の規定が必要となる｡
ところで, 陪審の評決自体には理由が付されない｡ 討議要綱及び併用
討議要綱でも同様の前提である｡ この点, 前述した併用討議要綱では,
陪審の有罪評決後の有罪判決には, 裁判官が理由を付することになって
いる｡ ただ, 無罪の場合には理由不要である｡ いずれにしても, 仮に判
決理由記載を求めない場合, 判決理由に関する現行法を改正する必要が
あるかが問題となりうる｡
この点, 刑訴法上, 有罪判決に記載する必要があると明示されている
判断事項は, 罪となるべき事実, 証拠の標目及び法令の適用と, 法律上
犯罪の成立を妨げる理由又は刑の加重減免の理由となる事実が主張され
たときのそれに対する判断である (刑訴法335条｡ なお, 裁判員法78条
２項参照)｡ 事実認定に関する実質的な判断理由の記載は, 刑訴 ｢法｣
自体が求めるものではないように思われる｡ この点, 無罪判決にも理由
が必要とも解されている
(26)
が, 刑訴法の条文上には明記されていない｡
そこで, 仮に陪審の評決に理由が付されなくとも, 上記判断事項の結
果のみの記載であれば, 評決事項を工夫すること等を通じて可能なよう
にも思えるので, そうであれば, 改正は不要ということになる｡ しかし,
端的に, 判決理由に関する刑訴法を改正すべきかもしれない
(27)
｡
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罪判断にならず, 再審理となるのは被告人に不利益であるとの観点から,
大阪弁護士会案では全員一致制にしていない｡
(26) 例えば, 松尾浩也監修 ｢条解刑事訴訟法 (第４版)｣ 943頁｡
(27) 例えば, 殺人未遂か傷害かが争点とされている事例では, それらに応
じた各訴因が陪審に提示されて評決対象となるであろうから, 殺意が否定
され傷害罪となった場合でも, 罪となるべき事実の記載は可能であろう｡
しかし, 例えば, 殺人で起訴されているが正当防衛が争点とされていれば,
第４ 具体的条文案の若干の検討
第３で述べた修正検討を踏まえて, 裁判員法の存在を前提にどのような
条文になるか, 主たる点について検討する｡
１ 基本的に変更を要しない, あるいは準用しうるであろう条文
裁判員法の存在を前提とすると, 相当程度の条文をそのまま利用しう
るであろう｡ 例えば, 以下の通りである｡
 陪審員選任手続
前述したとおり, 裁判員法の存在を前提にすれば, 陪審員選任手続
も, 裁判員法を前提にした制度とするのが適切であろう｡
具体的には, 裁判員法第２章第２節の裁判員の選任資格, 欠格事由,
就職禁止事由
(28)
, 辞退事由, 事件に関連する不適格事由及びその他の不
適格事由等は, 基本的には, 新陪審法でも適用していいであろう｡
裁判員候補者名簿の調整, 呼び出すべき裁判員候補者の選定, 質問
票, 裁判員候補者に対する質問等
(29)
も, 基本的には, 新陪審法にも適用
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殺人の成否のみならず, 正当防衛の成否も評決対象とすることになるとこ
ろ, 正当防衛の個別要件をも評決対象とすることができるかどうかの検討
が必要となる｡ この点は, 評決方法として, 一般評決とするか特別評決と
するかの違いとなるので, 日本にふさわしい制度としてさらなる検討が必
要である｡
(28) アメリカのいくつかの州では就職禁止事由は狭く, 例えば, 弁護士だ
けでなく裁判官も陪審員になれる州がある｡ 法律家と議論する参審とは異
なり, 市民の代表という観点を重視し, 法律家も市民の一員であるから陪
審員として組織的に排除すべきではないという趣旨である｡ そこで, 陪審
導入の場合, 裁判員の就職禁止事由をそのまま適用するかどうかは検討す
る必要がある｡
(29) アメリカの陪審選定手続期日では, 基本的には被告人出席であり, 公
開のところもある点が, 日本の裁判員選任手続期日とは異なる｡ この点も
検討の余地はありうる｡
していいであろう｡
不公平な裁判をするおそれがある裁判員候補者の不選任, 理由を示
さない不選任請求
(30)
等も, 新陪審法に適用可能である｡
ただ, 当事者の求める質問要求を採用する例が皆無に近く, 不公平
な裁判をするおそれを理由とする不適格判断も皆無に近いという現在
の実務の在り方については要検討であろう｡
 公判準備
前述した通り, 現行刑訴法の公判前整理手続の規定で対応可能であ
ろう｡
 公判手続
裁判員の負担に対する配慮, 裁判員の出頭義務その他裁判員法にお
ける公判手続に関する条文は, 基本的には新陪審法でも同様に適用で
きる｡ ただ, 以下の点についての改正検討が必要となる｡
ア 証人に対する尋問等は, 裁判長に告げれば裁判員自身が行える
(裁判員法56条等) が, 陪審の場合は, 裁判長に告げて, 裁判長か
ら行う制度となる｡
イ 裁判員は判決期日への出頭義務がある (裁判員法63条)｡ 陪審員
の場合, 評決期日への出頭義務は必須であろうが, 判決期日への出
頭は不要ということになろう｡
 裁判員の義務等
裁判員の義務については, 裁判員法の各所で見出せる (例えば, ９
条, 70条等) ところ, 基本的に陪審員の場合にも適用できる｡ また,
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(30) ただ, 裁判員法では, ６人の裁判員を前提に４人の不選任請求権が認
められているが, 12人陪審員を前提にすれば, ４人を超える請求権を認め
る必要があろう｡ 裁判員法では, 補充裁判員６人の場合は７人まで (４人
＋３人) 不選任請求可能なので, その数字が参考となる｡
第６章には裁判員等の保護のための措置が規定されているが, これも,
基本的には陪審員の場合も同様であろう｡ そして, これらに関する第
８章の罰則等も同様であろう｡
ただ, 守秘義務については, 現行のままでいいかどうかの再検討は
必要である
(31)
｡
２ 変更あるいは付加すべきであろう条項
変更あるいは付加すべきであろう主たる条項は以下の通りである｡
 総論
第１条法の趣旨, 第２条対象事件及び合議体の構成, 第６条裁判官
及び裁判員の権限, 第63条判決の宣告等, 第４章評議については裁
判員特有の条文なので, 陪審法では変更不可避である｡
たとえば, 法の趣旨については, 一定の判断事項に関し, 国民の中
から選任された陪審員の主体的かつ実質的な判断を確保することが,
被告人の裁判を受ける権利の保障にとって有用であること等が考えら
れる｡
判決の宣告については, 手続二分であるため, 陪審評決に基づき,
量刑審理に入り, その後判決宣告という趣旨の条文となる｡
 陪審固有の条文
陪審固有に必要な主な条文は以下の通りである｡
ア 対象事件や請求時期
前項で述べたような, 陪審裁判を請求しうる対象事件の規定や,
請求時期についての規定が必要である｡
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(31) 日弁連は, 2011年 (平成23年) ６月16日付で ｢裁判員法における守秘
義務規程の改正に関する立法提言｣(https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/
opinion/report/data/110616.pdf) を公表し, 守秘義務の緩和を求めている｡
いつどの段階で, どのような趣旨の説示を行うのかの規定が必要
となる｡
ウ 陪審長の選定方法
裁判長の指名によるのか互選とするのかの規定が必要となる｡
エ 裁判官の数
裁判官３名の場合の事件と１名の場合の事件に関する規定が必要
となる｡
 刑訴法の改正について
刑訴法の改正の主たる点は以下の通りである (なお, 他に, 判決理
由に関する条項の改正の要否の検討が必要である)｡
ア 手続二分
手続二分に関する規定が必要となる｡ 具体的な条項案はまだ提案
されていない
(32)
が, 裁判員法における区分審理も参考になる｡ 即ち,
区分審理決定がされた併合事件のうちの各区分事件については, 基
本的には事実審理のみ行うのが原則である｡ この観点からみれば,
区分事件の審理は, 手続二分の場合の事実審理と類似するので, 区
分審理をイメージしながら, 手続二分に関する条項を検討すること
も可能であろう｡
イ 検察官上訴禁止
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(32) ただ, 実践で手続二分を目指したものとして, 最近では, 杉田宗久
｢裁判員裁判における手続二分論的運用｣ 同 ｢裁判員裁判の理論と実践
[補訂版]｣ (成文堂・2013年) 193頁, 四宮啓 ｢手続二分の可能性と弁護実
践｣ 後藤昭・高野隆・岡慎一 ｢実務体系現在の刑事弁護２・刑事弁護の現
代的課題｣ (第一法規・2013年) 171頁, 青木孝之 ｢裁判員制度と手続二分｣
木谷明責任編集 ｢シリーズ刑事司法を考える第５巻 ｢裁判所は何を判断す
るか｣｣ (岩波書店・2017年) 88頁等があり, それらも参考に条文を検討す
ることになろう｡
検察官上訴禁止の規定を設ける必要がある｡
第５ 刑事陪審制の合憲性について
裁判員制度は, 平成23年11月16日の最高裁大法廷判決 (以下 ｢裁判員
合憲判決｣ という｡) で合憲とされた｡ この裁判員合憲判決後, 陪審制に
ついて合憲違憲両説存在する
(33)
が, 合憲説の方が有力ではないかと思われる｡
１ 有力合憲説
裁判員合憲判決は, アメリカ型陪審が憲法上可能との前提に立脚して
いると解している有力説は以下の通りである｡ 討議要綱や本稿での修正
提案も基本的にはアメリカ型陪審であるので, 以下の説によれば, 基本
的には合憲ということになる｡
 土井真一教授
｢なお, 本判決は, 裁判官を刑事裁判の基本的な担い手と位置づけ
ていることから, 陪審制度の導入を否定するものであると解する見解
がある｡ しかし, 本判決は, ｢陪審制とするか参審制とするかを含め｣,
国民の司法参加の内容を立法政策に委ねていると述べており, 陪審制
についても, その具体的制度が刑事裁判の諸原則に抵触するか否かを
審査し, その合憲性を判断すべきとの立場をとるものと解するのが適
切である
(34)
｣
 酒巻匡教授
｢本判決は, 他方で, 憲法制定過程における枢密院や制憲議会にお
ける米国型陪審制導入に関する立案関係者の認識, 陪審に言及する裁
判所法３条３項の存在等を指摘して, そこに陪審制度を排斥する意図
考
え
ら
れ
る
刑
事
陪
審
制
520(520) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(33) 違憲説としては, 例えば, 柳瀬昇 ｢裁判員制度の意義と展開可能性｣
日本法学第83巻第１号 (2017) 24頁が詳しい｡
(34) 土井真一 ｢裁判員制度の合憲性｣ 憲法判例百選 [第６版] 388頁｡
は見出せないことについて触れる｡ そして, ｢陪審制とするか参審制
とするかを含め｣, 憲法は司法参加の内容を立法政策に委ねていると
述べているので, 陪審制についても, 仮にこれを導入するのであれば,
その具体的制度設計が刑事裁判の諸原則と司法権の在り方の基幹部分
に抵触するか否かを具体的に審査して, その合憲性を判断すべきとの
立場をとるものと理解できよう
(35)
｣
 西野吾一・矢野直邦最高裁判所調査官 (執筆当時)
｢①憲法は, 裁判官が裁判の基本的な担い手になることを予定してい
るとまではいえても, そこから直ちに裁判官のみから裁判体が構成さ
れるべきことを要請していることは導かれないこと, ……を総合すれ
ば, 適正な刑事裁判を実現するための諸原則を確保する仕組みが制度
の中に設けられていれば, 憲法は, そのような制度に係る国民の司法
参加まで禁止しておらず, 陪審制とするか参審制とするかを含め, そ
の制度の具体的内容を立法政策に委ねていると解されよう
(36)
｡｣
 細谷泰暢最高裁判所調査官 (執筆当時)
｢平成23年の裁判員制度大法廷判決【判例③】は, 憲法が, 適正な
刑事裁判を実現するための諸原則が確保されている限り, 陪審制とす
るか参審制とするかを含めて, その内容を立法政策に委ねていると解
されるとしており, 米国のような陪審制度を採用しても, 直ちに憲法
に抵触するとはいえない
(37)
｡｣
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(35) 酒巻匡 ｢裁判員制度の合憲性｣ 刑事訴訟法判例百選 [第10版] 114頁｡
(36) 西野吾一・矢野直邦 ｢刑事裁判における国民の司法参加と憲法 裁判
員制度と憲法31条, 32条, 37条１項, 76条１項, 80条１項 裁判員制度と
憲法76条３項 裁判員制度と憲法76条２項 裁判員の職務等と憲法18条後
段が禁ずる ｢苦役｣｣ 最高裁判所判例解説刑事編 (平成23年度) (法曹会・
2015) 314頁｡
(37) 細谷泰暢 ｢裁判員制度における審理及び裁判の特例である区分審理制
２ 裁判員合憲判決に沿った検討
裁判員合憲判決に沿って, 日弁連提案及び本稿における修正案を前提
とした陪審制の合憲性を若干検討してみる｡
 国民の参加一般論について
裁判員合憲判決は, 第１の２項において, 国民の司法参加が一般に
憲法上禁じられているか否かについて検討しているが, 結論として,
｢国民の司法参加と適正な刑事裁判を実現するための諸原則とは, 十
分調和させることが可能であり, 憲法上国民の司法参加がおよそ禁止
されていると解すべき理由はなく, 国民の司法参加に係る制度の合憲
性は, 具体的に設けられた制度が, 適正な刑事裁判を実現するための
諸原則に抵触するか否かによって決せられるべきものである｡ 換言す
れば, 憲法は, 一般的には国民の司法参加を許容しており, これを採
用する場合には, 上記の諸原則が確保されている限り, 陪審制とする
か参審制とするかを含め, その内容を立法政策に委ねていると解され
るのである｡｣ としている｡ そして, 裁判員合憲判決は, その結論に
至る過程において, 憲法制定過程を振り返り, 米国型の陪審制導入に
も言及している｡ これらの論述からすれば, アメリカ型陪審制も基本
的には立法政策の範囲内であるとの前提と理解される｡
 憲法31条, 32条, 37条１項, 76条１項, 80条１項について
裁判員合憲判決は, 第２の３項において, 現在の裁判員制度が憲
法31条, 32条, 37条１項, 76条１項, 80条１項に反しないと判断し
考
え
ら
れ
る
刑
事
陪
審
制
522(522) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
度と憲法37条１項｣ 最高裁判所判例解説刑事編平成27年度 (法曹会・2017
年) 82頁の注18｡ なお, この注18は, 本文79頁の ｢罪体の判断機関と量刑
の判断機関とが同一であることが直接主義や口頭主義の絶対的要請といえ
ないことは, 例えば米国の陪審制度 ( jury trial と sentencing の峻別) を
みれば明らかであろう｣ との記述に対応する注である｡
ている｡ そこでは, ｢裁判員裁判対象事件を取り扱う裁判体は, 身分
保障の下, 独立して職権を行使することが保障された裁判官と, 公平
性, 中立性を確保できるよう配慮された手続の下に選任された裁判員
とによって構成されるものとされている｡｣, ｢裁判員の権限は, 裁判
官と共に合議体で審理に臨み, 評議において事実認定, 法令の適用及
び刑の量定について意見を述べ, 評決を行うことにある｡ これら裁判
員の関与する判断は, いずれも司法作用の内容をなすものであるが,
必ずしもあらかじめ法律的な知識, 経験を有することが不可欠な事項
であるとはいえない｡｣, ｢裁判長は, 裁判員がその職責を十分に果た
すことができるように配慮しなければならないとされていることも考
慮すると, 上記のような権限を付与された裁判員が, 様々な視点や感
覚を反映させつつ, 裁判官との協議を通じて良識ある結論に達するこ
とは, 十分期待することができる｡｣, ｢憲法が定める刑事裁判の諸原
則の保障は, 裁判官の判断に委ねられている｡｣ と判示する｡
これら裁判員裁判に関する合憲理由は, 裁判官に事実認定に関する
評決権がないこと, 裁判官と一緒に評議しないことを除いて, 基本的
には陪審制にも該当する｡ それ故, 結局は, 陪審裁判における裁判官
の権限や役割が基本的担い手性に欠けるかどうかが論点となりうると
考えられるところ, 前述のとおり, そのことを意識した上で有力な合
憲説が存在する｡
それ故, この判断視点を前提にすれば, 陪審制である日弁連提案あ
るいは本稿での修正提案も合憲と解されるべきである｡
 憲法76条３項について
第２の３項の憲法76条３項に関する裁判員合憲判決の以下の判
示からすれば, 陪審制も憲法76条３項に反しないことが導かれる｡
ア ｢憲法が一般的に国民の司法参加を許容しており, 裁判員法が憲
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法に適合するようにこれを法制化したものである以上, 裁判員法が
規定する評決制度の下で, 裁判官が時に自らの意見と異なる結論に
従わざるを得ない場合があるとしても, それは憲法に適合する法律
に拘束される結果であるから, 同項違反との評価を受ける余地はな
い｣ とされているから, 憲法に適合するよう陪審制が法制化されれ
ば, そのような陪審の事実認定に裁判官が拘束されても, 76条３
項違反ではないことになる｡
イ ｢裁判員制度の下においても, 法令の解釈に係る判断や訴訟手続
に関する判断を裁判官の権限にするなど, 裁判官を裁判の基本的な
担い手として, 法に基づく公正中立な裁判の実現が図られており｣
として裁判員制度が76条３項に反しないとしていることからすれ
ば, 陪審制でも, ｢法令の解釈に係る判断や訴訟手続きに関する判
断を裁判官の権限｣ にしているから, 76条３項に反しないことに
なる｡
ウ ｢憲法が国民の司法参加を許容している以上, 裁判体の構成員で
ある裁判官の多数意見が常に裁判の結論でなければならないとは解
されない｣ としていることからすれば, 国民だけで事実認定に関す
る判断をする陪審制も問題ないと導かれるはずである｡
ただこの点, 上記判示に引き続き, ｢先に述べたとおり, 評決の
対象が限定されている上, 評議に当たって裁判長が十分な説明を行
う旨が定められ, 評決については, 単なる多数決でなく, 多数意見
の中に少なくとも１人の裁判官が加わっていることが必要とされて
いることなども考えると, 被告人の人権保障という観点からの配慮
もされているところであり, 裁判官のみによる裁判の場合と結論を
異にするおそれがあることをもって, 憲法上許容されない構成であ
るとはいえない｣ と判示されていることからして, 上記判示は, 評
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議を裁判官と裁判員が一緒に行う制度であって, 少なくとも１人の
裁判官が多数意見に加わる必要がある裁判員制度に限定された意見
であると解される余地もありうる｡ しかし, 陪審であっても, 評決
の対象は限定されている｡ 評議における裁判長からの直接の説明は
なされないが, 説示がなされ, 陪審員は説示に従う義務があるから,
陪審における裁判長の説示は, 裁判員制度における裁判長の説明と
同程度の意義を有すると解される｡
また, 陪審の場合, 裁判官は事実認定に関する評決権を有しない
が, 裁判員合憲判決は, 主に, ｢被告人の人権保障｣ の観点から,
１名の裁判官の多数意見への賛成を論じている｡ 陪審は, このよう
な担保は直接的にはないが, 刑事裁判の原則に従った法的判断は裁
判官が行うから, ｢被告人の人権保障｣ を裁判官が行うことを前提
にすれば, 被告人の人権保障に悖ることはない｡ 仮に, そうでなく
とも, 上述の通り, 少なくとも, 日弁連意見では, 無罪指示評決制
度がある｡ つまり, 裁判官が無罪と判断して無罪評決を指示すれば
無罪となるから, 最終的な評決における被告人の人権保障という観
点からの配慮もなされていることになる
(38)
｡
以上のことからすれば, 上記判示に従えば, 陪審制 (あるいは日
弁連提案) も76条３項に反しないと言いうる｡
お わ り に
裁判員裁判と併用した形での陪審制採用は可能である｡ ただ, 未だ検討
不十分な立法的課題や実務的課題があるので, これらについてはさらに検
討したい｡
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(38) なお, 併用討議要綱のように, 有罪に関する二重保障制度が採用され
れば, より人権保障に手厚いということになろう｡
刑事陪審法改正討議要綱
(日弁連・司法改革推進センター第２ (陪・参審) 部会案)
第１. 総 則
１ (刑事訴訟法との関係)
① この法律は, 刑事裁判における陪審制度について定める｡
② この法律に定めるもののほかは, 刑事訴訟法 (昭和23年法律第131号)
の定めるところによる｡
２ (陪審裁判の適用範囲)
① 死刑または無期もしくは短期１年以上の懲役もしくは禁錮にあたる事件
は, 陪審による裁判 (以下 ｢陪審裁判｣ という) に付する (本項による陪
審裁判を以下 ｢法定陪審事件｣ という)｡
但し, 被告人が陪審裁判を受ける権利を放棄した場合はこの限りでない｡
② 前項に該当しない事件であっても, 被告人の請求があった場合は, 陪審
裁判に付する (本項による陪審裁判を以下 ｢請求陪審事件｣ という)｡
③ 被告人が起訴状に記載された訴因のすべてについて有罪である旨陳述し
たときは, 事件を陪審裁判に付さない｡
３ (陪審裁判を受ける権利の放棄)
① 被告人は, 刑事訴訟法第291条に定める手続が終了するまでは, 裁判所
の面前において, 陪審裁判を受ける権利を放棄することができる｡
② 前項の放棄は, 被告人が, 公判期日において, 陪審裁判を受ける権利を
放棄する旨の書面に自署し, 弁護人がその書面に連署する方法によってこ
れを行う｡
但し, 被告人が自署することができない場合は, 公判調書に自署できな
い理由を記載しなければならない｡
③ 被告人が第１項により陪審裁判を受ける権利を放棄した場合においても,
相当の理由があると認められるときは, 被告人は陪審裁判を請求すること
ができる｡
４ (陪審裁判の請求)
本要綱２②に基づく (請求陪審事件についての) 陪審裁判の請求は, 刑事
訴訟法第291条の定める手続が終了するまでの間にこれを行わなければなら
ない｡
但し, 相当の理由がある場合にはこの限りでない｡
５ (有罪である旨の陳述)
① 被告人は, 陪審裁判が行われる場合においても, その後, 陪審員の評議
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が開始する前までのいかなる時点においても, 公判廷において有罪である
旨の陳述をすることができる｡
② 被告人が有罪である旨の陳述をした場合には, 陪審裁判は終了し, その
後の手続は, 裁判官による審理手続によるものとする｡
６ (簡易裁判所から地方裁判所への移送)
簡易裁判所に公訴が提起された事件が陪審裁判に付されるときは, 受訴裁
判所は速やかに当該事件を管轄地方裁判所に移送しなければならない｡
７ (管轄移転)
① 検察官, 被告人または弁護人は, 犯罪の性質, 内容等に照らして裁判の
公正を維持することができないおそれがある場合には, 直近上級裁判所に
対して, その上級裁判所の管轄地域内の他の裁判所において審理するよう
請求することができる｡
② 前項の請求を受けた上級裁判所は, 決定により, 事件をその管轄地域内
の他の裁判所に移送することができる｡
８ (陪審員の資格)
普通地方公共団体の議員の選挙権を有する者は, 陪審員となることができ
る｡
９ (欠格事由)
次に掲げる者は陪審員となることができない｡
 日本語の理解能力がない者
 禁治産者
 禁錮以上の刑に処せられた者 (刑の執行猶予中の者を含む)
 天皇､皇后, 太皇太后, 皇太后及び皇嗣
10 (除斥)
次の者は陪審員の職務から除斥される｡
 当該事件の被害者
 当該事件の被告人または被害者の親族
 当該事件の被告人または被害者の法定代理人, 後見監督人または保佐人
 当該事件の被告人または被害者の同居人または雇人
 当該事件の告訴人, 告発人または付審判請求人
 当該事件について参考人として事情聴取を受けた者, または証人もしく
は鑑定人となった者
 当該事件について関与した公務員または弁護士
11 (陪審員の辞退)
次に掲げる者は, 陪審員の職務を辞退することができる｡
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 会期中における国会, 地方議会議員
 国務大臣, 地方公共団体の長
 年齢70歳以上の者
 重い疾病, 高齢, 近親者の看護, 変更困難な所用などやむを得ない事由
があり, 当該裁判所の所長または裁判官の許可を得た者
12 (裁判所所長の辞退の決定)
裁判所所長は, 陪審員選定手続が開始する前に本要綱11に規定する事由
がある者から辞退の申出を受けたときは, 速やかに辞退の許否を決定する｡
13 (１日または１審理方式)
① 陪審員候補者として呼出を受け裁判所に出頭した者が, 出頭期日に陪審
員に選定されなかった場合は, 当該陪審の職務が終了したものとする｡
② 陪審員候補者として呼出を受け裁判所に出頭した者が, 出頭期日に陪審
員に選定された場合は, その事件の終了をもって当該陪審の職務が終了し
たものとする｡
③ 前２項の陪審の職務が終了した者は以後４年間は陪審の職務を免除され
る｡
14 (陪審員の構成)
① 陪審は12名の陪審員をもって構成する｡
② 裁判長は, 事件の内容, 審理に要する期間等を考慮し, ２名ないし４名
の補充陪審員を審理に立ち会わせることができる｡
③ 評議が開始するまでの間に陪審員が欠けたときは, 裁判長は補充陪審員
の中からこれを補する｡
15 (裁判官の数)
陪審裁判は, 法定陪審事件については３名の裁判官による合議体でこれを
取り扱い請求陪審事件については１名の裁判官がこれを取り扱う｡
但し, １名の裁判官が事件を取り扱う場合は判事をもってこれに充てる｡
第２. 陪審員選定手続
16 (陪審員の選定)
陪審員選定手続は, 裁判官, 検察官, 被告人, 弁護人, 書記官および速記
官が出席し, 公判期日に公判廷においてこれを行う｡
17 (定足数)
陪審員選定手続は, 陪審員候補者36名以上の出席がなければ, これを行う
ことができない｡
18 (陪審員候補者の宣誓)
考
え
ら
れ
る
刑
事
陪
審
制
528(528) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
陪審員候補者は, 裁判長, 検察官, 被告人, 弁護人からの質問に対し誡実
に真実を述べることを宣誓しなければならない｡
19 (欠格者等の排除)
① 裁判所は, 出席した陪審員候補者のなかに陪審員の資格をもたない者が
いる場合には, その者を陪審員候補者から排除しなければならない｡
② 陪審員候補者は, 除斥の理由があると考えるときは, これを裁判長に申
し出なければならない｡
③ 検察官, 被告人または弁護人は, 除斥の理由を発見したときは, これを
裁判長に申し出なければならない｡
20 (辞退の判断)
裁判所は, 辞退の申出をする者がいる場合には, 速やかに辞退の許否を決
定する｡
21 (裁判長の質問)
裁判長は, 陪審員候補者に対し, 陪審員資格, 除斥事由, 辞退理由の有無,
その他適正かつ公正な陪審員を選定するために必要と認められる事項につき,
質問しなければならない｡
22 (当事者の質問権)
検察官, 被告人または弁護人は, 陪審員候補者に対し, 陪審員選定に必要
な質問をすることができる｡
23 (理由付き忌避)
① 検察官, 被告人または弁護人は, 陪審員として公正な職務を遂行するこ
とが困難であると思われる相当の理由がある陪審員候補者については, 理
由を示して忌避を申し立てることができる｡
② 裁判所は, 前項の申立があった場合には, すみやかに忌避を認めるか否
かを決定しなければならない｡
24 (無条件忌避)
① 検察官, 被告人または弁護人は, 前項の手続を終えた後, 残った陪審員
候補者の中から, 12名に補充陪審員を加えた人数を超過する人数につき,
各々その半数について理由を述べることなく忌避することができる｡
但し, 右の陪審員候補者超過数が奇数になる場合には被告人の忌避数を
１名多くする｡
② 被告人が数人あるときは忌避は共同して行う｡ その方法について協議が
調わないときは裁判長がこれを定める｡
③ 第１項の手続終了後残った陪審員候補者の数が, 12名に補充陪審員の数
を加えた数を超えるときは, 抽選によって陪審員及び補充陪審員を定める｡
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25 (陪審員選定の終了)
裁判長は, 陪審員および補充陪審員の選定が終了したときは, その旨を宣
言しなければならない｡
第３. 公判準備
26 (陪審準備手続)
① 陪審裁判に付する場合, 裁判所は, 刑事訴訟法第291条に定める手続終
了後直ちに, 当該事件を, 陪審公判期日における手続を円滑に行うための
準備手続 (以下 ｢陪審準備手続｣ という) に付する｡
② 陪審準備手続においては, 刑事訴訟規則第194条ないし第195条に定める
手続及び証拠能力を判断するための手続を行う｡
27 (陪審公判期日の指定)
裁判所は, 陪審準備手続終了後, 検察官及び弁護人の意見を聞いて, 直ち
に陪審公判期日を指定しなければならない｡
第４. 証 拠
28 (証拠開示)
① 検察官は, 法定陪審事件の場合は起訴後遅滞なく, 請求陪審事件の場合
は陪審裁判の請求あり次第遅滞なく, 弁護人に対し, 当該事件に関するす
べての証拠の目録を交付しなければならない｡
② 弁護人は, 前項の目録受領後いつでも, すべての証拠の閲覧及び謄写を
請求することができる｡
29 (伝閾証拠の取扱い)
① 陪審裁判においては, 刑事訴訟法第321条第１項第１号ないし第３号,
同条第４項, 第322条１項, 第323条第３号の規定は適用しない｡
但し, 同法第321条第１項第１号, 第２号に規定する書面は, その供述
者が死亡, 精神もしくは身体の故障, 所在不明もしくは国外にいるため公
判準備もしくは公判期日において供述することができないときに, 各号但
書の要件を満たす場合は, これを証拠とすることができる｡
② 同法第321条第１項第３号に規定する書面は, 同法第328条の証拠とする
こともできない｡
③ 同法第322条に規定する書面を同法第328条にしたがって証拠とするため
には, それが, 被告人の公判準備または公判期日における供述を録取した
書面, 被告人が作成した書面もしくは被告人の検察官の面前における供述
を録取した書面であって, その供述が任意にされたものでない疑いがない
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と認められるときに限る｡
30 (証拠能力を判断するための手続)
① 当事者が証拠調請求をした証拠書類及び証拠物について, その証拠能力
が争われた場合は, 裁判所は, 直ちに, 公開の法廷で, その証拠能力の有
無に関する取調べをしなければならない｡
② 裁判所は, 前項の手続終了後直ちに, 争われた証拠の証拠能力について
判断しなければならない｡
③ 前２項の手続においては, 陪審員を在廷させてはならない｡
第５. 陪審公判
31 (陪審公判期日)
陪審公判期日においては, 陪審選定手続終了後, 刑事訴訟法第291条の手
続から行うものとする｡
32 (集中審理)
陪審公判は, 特別の事情のない限り, 連日開廷しなければならない｡
33 (速 記)
① 陪審公判 (陪審選定手続を含む) 及び証拠能力を判断するための手続に
おける訴訟関係人の発言は, すべてテープ録音または速記する｡
但し, 陪審公判による証拠調べ及び証拠能力を判断するための手続にお
ける訴訟関係人の発言, 証人, 鑑定人の証言はすべてテープ録音しかつ速
記しなければならない｡
② 陪審裁判による判決に対して上訴された場合は, 裁判所はテープ録音ま
たは速記を書面化して記録を作成し, 上訴裁判所に送付しなければならな
い｡
34 (陪審員のメモ, 質問)
① 陪審員は審理中メモをとることができる｡
但し, 裁判長は, メモをとることが相当でないと認めるときは, 申立ま
たは職権により, これを制限することができる｡
② 陪審員は, 裁判長を通じて, 証人, 被告人等に質問することができる｡
この場合, 裁判長は, 事前に検察官及び弁護人の意見を聞かなければなら
ない｡
35 (裁判長の説示)
① (冒頭説示)
裁判長は, 陪審員の宣誓後, 陪審員に対し, 陪審員の責務ならびに次の
事項について説示しなければならない｡
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 被告人は公判中無罪の推定を受けること｡
 検察官が公訴事実について合理的な疑いを容れる余地なく有罪の立証
をしない限り被告人は無罪であること｡
 公判廷において直接取り調べた証拠のみに基づいて有罪, 無罪を決め
るべきこと｡
 評議まで判断を形成しないこと｡
 起訴状ならびに検察官, 弁護人の陳述は証拠にならないこと｡
 主たる証拠法則
② (最終説示)
裁判長は, 検察官および弁護人の最終弁論終了後, 検察官及び弁護人の
意見を聞いたうえで, 陪審員に対し, 公訴事実に関する法律上の要件, 争
点, 検察官の立証責任, 証拠評価の方法等について説示し, かつ説示事項
を書面にして陪審員に交付しなければならない｡
但し, 証拠を要約し, または証拠の信用性ならびに罪責の有無について
意見を表明してはならない｡
③ (中間説示)
裁判長は, 審理中, 申立または職権により, 適宜説示することができる｡
④ (異 議)
検察官, 被告人または弁護人は, 裁判長の説示に対して異議を申し立て
ることができる｡
36 (評 議)
① 陪審員は, 評決に至るまでの間, 裁判長の許可なく評議室を出, または
外部と交通することができない｡
裁判長は, 陪審員が評決前に評議室を出ることを許可するときは, 遵守
すべき事項を説示しなければならない｡
② 陪審員でない者は, 裁判長の許可なく評議室に入り, または陪審員と交
通してはならない｡
37 (証拠の閲覧等)
① 陪審員は, 評議のため必要があるときは, 公判廷で取り調べたすべての
証拠物を閲覧し, 供述 (・証言の内容) を確認することを要求 (すること
が) できる｡
② 陪審員は, 評議のため必要があるときは, 法律上の事項もしくは裁判長
の説示について, 公判廷において裁判長に質問することができる｡ この場
合, 検察官または弁護人は, 裁判長に対し意見を述べることができる｡
38 (評 決)
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① 陪審の評決は, 有罪または無罪とする｡
② 陪審の評決は, 全員一致でなければならない｡
但し, 陪審員が10名以上出席しない場合は評決を行うことができない｡
③ 陪審が前項の評決に達することができない場合は, 裁判所は, 評決不能
を理由として, 公訴を棄却しなければならない｡
④ 前項の場合, 検察官は, ２週間以内に再度公訴を提起することができる｡
⑤ 検察官が前項によって公訴を提起し, 新たな陪審が再度評決不能となっ
た場合, 裁判所は免訴の判決を言い渡さなければならない｡
39 (指示評決)
① 裁判所は, 検察官の立証が終了した後, すべての証拠調べが終了するま
での間, 弁護人の申立または職権により, 検察官の立証不十分を理由とし
て, 陪審員に対し, 直ちに無罪の評決を行うよう指示することができる｡
② 前項の弁護人の中立は陪審員を退廷させてこれを行う｡
③ 陪審員は, 第１項の指示があったときは, 無罪の評決をしなければなら
ない｡
40 (陪審員の任務終了)
① 陪審員が評決に達した場合は, 評決書に評決の結果を記入し, 全員が署
名する｡
② 陪審長は公判廷において評決の結果を朗読しなければならない｡
③ 陪審長が前項の朗読を行ったときは, 陪審員はその任務を終了する｡
41 (無罪判決)
① 陪審が無罪の評決を行ったときは, 裁判所は直ちに無罪の判決を言い渡
さなければならない｡
② 無罪判決には陪審評決により無罪の判決を言い渡す旨を記載しなければ
ならない｡
42 (量刑手続・有罪判決)
① 陪審が有罪の評決を行ったときは, 通常の手続にしたがって量刑に関す
る証拠調べを行い, 有罪判決を言い渡す｡
② 有罪判決には, 刑事訴訟法第335条第１項に定めるもののほか, 陪審の
評決による旨を示さなければならない｡
第６. 上 訴
43 (上 訴)
① 陪審裁判による無罪判決に対しては, 上訴することはできない｡
② 陪審裁判による有罪判決に対しては, 刑事訴訟法の規定にしたがって上
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訴することができる｡
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Thinking the Outline of Japanese Criminal Jury System
Takeshi NISHIMURA
Japan has the Saiban-in System in criminal justice system. Judging body of
Saiban-in system is organized by 6 ordinary people and 3 professional judges.
So from the viewpoint of organization of this system, Saiban-in system is
mixed jury system, not pure jury system.
JFBA, Japan Federation of Bar Associations, has been strongly proposing
to introduce American style pure jury system in Japan. And JFBA published
the outline of criminal jury system. But Japanese government adopted mixed
jury system, not pure jury system.
Though Saiban-in system is mixed jury system, some parts of Act of
Saiban-in are similar to American style pure jury system. For example, we
have Saiban-in selection procedure like American jury selection procedure.
So even now, I think that there will be possibility of introducing pure jury
system with Saiban-in system in Japan.
In this article, I am considering the shape of criminal pure jury system on
the condition of existence of Saiban-in system. One of major characters in
my proposals is that criminal defendant can choose pure jury system in case
that he / she is charged by felony crime which is mandatorily decided by
Saiban-in system.
I think that this is first step in re-consideration of introducing pure jury
system after Saiban-in system was implemented. I would like to continue
pragmatic consideration for introducing pure jury system in Japan.
